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研究成果の概要（和文）：多様な第二言語・外国語教育間での協調・連携を促進するための、様々な試みを始動
させた。まず年少者を対象とした「言語への目覚め活動」教材を作成した。これは、幼児期から多言語に対して
の興味や観察力を高めるためのツールである。次に、大学生を対象とした実践研究から、複言語能力を伸ばす授
業は、過去の英語学習を通して学生が持つ、外国語学習に対する苦手意識を、ある程度払拭できることを明らか
にした。さらに、北東アジア地域で、北東アジアの異なる地域の国家語を教えている言語教師（たとえば、日本
で日本語を教えている教師や、韓国で韓国語を教えている教師や、中国で中国語を教えている教師）がつどう研
究会を作った。

研究成果の概要（英文）：This research made various attempts to promote connection and coordination 
between diverse second/foreign language teachings. Major contributions are: 1)Creation of teaching 
materials for the "awakening to languages" adapted to a Japanese context. These are tools to raise 
interest in and powers of observation for different languages from early childhood, 2)Several 
practical research projects investigating a university course showed that promoting plurilingual 
competence can overcome, to some extent, students' preconceived - through their previous experience 
of learning English - ideas that they are not good at learning new languages, 3)With other 
researchers in Northeast Asia, we started a new study group and organized a symposium where teachers
 of Northeast Asian languages, working in the region, meet together and look for opportunities for 
connection and coordination.

研究分野： 複言語教育、日本語教育、言語教育政策
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研究成果の学術的意義や社会的意義
多様な第二言語・外国語教育の間に連携を求める研究は、日本ではまだ数少なく、本研究は先駆的なものの一つ
となったはずである。第二言語教育のプロフェッショナルでなくとも使用できる「目覚め活動」教材が普及すれ
ば、子どもたちの、幼児期からの他／多言語への興味や言語等の記号への観察力を高めることができる。また、
英語学習の失敗意識から、他／多言語に対する興味を失った大学生には、複言語教育によって、そうした興味を
復活させることが、ある程度は可能であった。また、韓国や中国で働く韓国語や中国語の教師とのネットワーク
作りは、民間レベルで親近感と互いへの信頼感を醸成していくために、言語教師ができる貢献であると考える。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
複言語主義を中心的な理念とする「ヨーロッパ言語共通参照枠（CEFR）」は、東アジア

でも、第二言語・外国語教育の分野で、大きな影響を持つようになっていた。日本でも CEFR
に触発された書物や論文の公刊が相次ぎ、CEFR からの影響を明言した多分に公的な意味
あいを持つ文書も、国際交流基金による「JF 日本語教育スタンダード」（2010）、文部省初
等中等教育による「各中・高等学校の外国語教育における「CAN-DO リスト」の形での学習
到達目標設定のための手引き」（2013）など、次々に発表されていた。しかし、すでに幾つ
かの先行研究で指摘されていた通り、複言語主義の日本での文脈化という点では、大きな
課題が幾つもあった。課題のひとつに挙げられていたのが、異なる言語教育間での連携を
促進するような取り組みの不足だった。複言語主義においては、新たな言語の獲得は、そ
れより前に獲得された言語能力と、その際に発達した知識に基づいていると考えられてい
る。そのため、教育の対象年齢層や機関の性質はもとより、教育対象とする言語が異なる
場合にあってなお、協調や連携が推奨されている。しかし「JF 日本語教育スタンダード」
は日本語教育のみを、「各中・高等学校の外国語教育における『CAN-DO リスト』の形での学
習到達目標設定のための手引き」は実質的にはほぼ英語教育のみを対象としている。そのた
め、こうした公的文書によって、異なる言語を扱う教育のあいだで連携が進むことは考え
にくかった。 
日本における、多様な第二言語・外国語教育間での協調・連携のための取り組みとして

は、研究開始時点ですでに、幾つかの大学での学内言語教育基準統合のほか、西山教行ら
の研究グループによる「新しい言語教育観に基づいた複数の外国語教育で使用できる共通
言語教育枠の総合研究」や、『外国語学習のめやす―高等学校の中国語と韓国語教育からの
提言』（国際文化フォーラム）開発のプロジェクトなどがあった。しかし、そうした取り組
みは例外的なものにすぎず、なかでも「協調と効果的な連携」の前提条件であるリソース
の確定、すなわち、「様々な組織で行われている、多様な言語教育を明らかにし、互いに関
連づける」ことを目指した研究は、管見のかぎり例がなかった。そのため、一定の地理的
範囲を区切り、そこでの個人や共同体の言語レパートリーや、その言語使用を描写するこ
とができる量的データ、およびそれを補足・充実させる質的データの入手と分析が必要に
なると考えた。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、対象言語や対象年齢層、機関の性質などの点で多様な第二言語・外国

語教育（日本語教育を含む）が、相互に、どのように連携していける可能性を持つのかを、
具体的に提示することであった。その提示を基礎づけるための調査は山口県で行うことを
予定していた（上記項目の末尾に記した、「一定の地理的範囲」を「山口県」とした）もの
の、山口県内のみならず、他地域での連携を考えるにあたっても有効な視点を見つけだす
ことをめざした。 

 
 
３．研究の方法 
当初の予定では、関連文献の検討のほか、県内全教育機関へのアンケートの実施、フィ

ールドワーク調査（「山口県内で、特に歴史的あるいは地政学的状況から日本語以外の言語
とも繋がりの深い 4 地域」におけるエスノグラフィックな調査）を行う予定であった。 
しかし、研究開始の初年度、文献調査を行っている期間に、研究実施者の健康上の問題によ

り、ほぼ年度いっぱいにわたって、医師から出張をとめられてしまった。また、それに続く出
産・育児により、研究の柱として考えていたフィールドワークの実施が困難になった。 
そこで、多様な第二言語・外国語教育間での協調・連携を促進するという上位目的は継

続しつつも、具体的な目標を、以下のように変更した。 
 
（１） 多様な言語を取り込んだ授業を実施し、その授業を対象とした実践研究を行うこ

と 
（２） 年少者を対象とした、「言語への目覚め活動」の教材を作ること 
（３） 行政の言語教育関連事業担当者が持つ、（多様な）言語の教育への意識を明らか

にすること 
（４） 北東アジア地域で、北東アジアの異なる地域の国家語を教えている言語教師（た

とえば、日本で日本語を教えている教師や、韓国で韓国語を教えている教師や、
中国で中国語を教えている教師）のネットワークを作ること 

 
上掲（１）～（４）それぞれについての研究・実践の方法は、次の通りである。 
 
 
（１） 実践データの録画・録音と、学生からのフィードバックを対象とした内容分析。 
（２） 先行研究としては、主としてヨーロッパで実施されている「言語への目覚め活動」

教材やその研究を参考に、東アジア地域の事情を踏まえた、「言語への目覚め活



動」の教材を作成した。作成した教材は、他の専門家からの助言と、山口県内の
複数の幼稚園での試用データ（録画・録音・教員の振り返りインタビュー）をも
とに改善した。 

（３） 山口県内の複数の自治体における言語教育関連事業担当者へのインタビューと
その分析 

（４） 東アジア地域に大きな力を持つ３言語（日中韓）の教師たちに対して連携の呼び
かけと、こうした言語を公用語とした、連携・協力そのものを公用語とした研究
会の発足 

 
４．研究成果 
 上掲「研究方法」内の（１）～（４）それぞれについての研究成果は、次の通りである。 
 
（１） 多様な言語を取り込んだ授業を実施し、その授業を対象とした実践研究を行うこ

とに関して 
・従来のような言語ごとに分かれた授業の代替ないしその補填をするものとして、
あらゆる言語のための複言語能力を伸ばす実践を構想することは可能である。 
・複言語能力を伸ばす実践の受講経験は、英語学習の重要性についての考えに影
響しない。その点で上はプラスサムの成果であり、ゼロサムゲームにはならない。 
・過去の英語学習への失敗経験を通して持った外国語学習に対する苦手意識は、
不変のものではない。複言語能力を伸ばす授業は、ある程度、そうした苦手・失
敗意識を払拭することができる。 
 

（２） 年少者を対象とした、「言語への目覚め活動」の教材を作ることに関して 
・一通りの作成と、試用を終えた。本報告書執筆中の現在はその成果について分
析し、結果をまとめているところである。 
 

（３） 行政の言語教育関連事業担当者が持つ、（多様な）言語の教育への意識を明らか
にすることに関して 
・言語教育の「協調と効果的な連携を強化」するという点において、行政での突
破口となるのは、逆説的ながら、おそらくは言語教育そのものを専門とする職員
ではない。というのも、そうした職員は、元来が英語教師であって、英語のみが
念頭に置かれやすいからである。 
・言語教育そのものに焦点化されない目的を持った職員と連携し、彼らの担当す
る事業に、持てる知識・スキルを活かして貢献していくことが、結果として、日
本語教師や、（英語以外の）外国語教師が、地域のなかで存在感を高め，「協調と
効果的な連携を強化」していくことに繋がる可能性を持っている。 
 

（４） 北東アジア地域で、北東アジアの異なる地域の国家語を教えている言語教師（た
とえば、日本で日本語を教えている教師や、韓国で韓国語を教えている教師や、
中国で中国語を教えている教師）のネットワークを作ることに関して 
・2019 年 3 月に九州大学で北東アジア言語教育研究会（ALENEA）を開催し、
北東アジア地域（日本・韓国・ 中国・台湾）で、北東アジア地域の言語（日本
語・韓国語・中国語）を教える研究者が互いの研究について知る機会を作った。
この研究会については、今後も北東アジアの様々な地域で継続的に開催する予定
である。来年度は韓国の釜山での開催を予定している。 
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